
沖縄県における中小企業者のための

官公需確保対策について

令和６年８月21日（水）

沖縄県商工労働部中小企業支援課



１．沖縄県における官公需契約実績額

○令和４年度官公需契約実績

（１）契約総額：185,906,613,648円

（２）うち中小企業契約額：161,500,815,021円（86.9％）

（３）新規中小企業者向け契約実績：951,228,029円(0.51％）



令和２年度～令和４年度 官公需契約実績額



令和４年度 官公需実績額等調査結果について

工事

1,569件

2%

役務

27,224件

32%

物件

56,718件

66%

工事

78,040,489,378 円

42%

役務

89,102,600,115 円

48%

物件

18,763,524,155 円

10%

工事 役務 物件

合計
85,511件

185,906,613,648円

工事・役務・物件
金額・件数別

一般会計

74,363件

特別会計

11,148件

一般会計

143,698,044,445円

特別会計

42,208,569,203円

一般会計 特別会計

合計
85,511件

185,906,613,648円

一般会計・特別会計
金額・件数別



中小企業、小規模・新規中小企業向け契約実績
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２．沖縄県における官公需適格組合の活用について

• 沖縄県における建設工事入札参加資格審査において、官公需適格組合の総合点数の
算定方法等に関する特例（点数の上乗せ）措置

（土木建築部）

【特例措置の概要】

（１）経営事項審査の点数（客観点数）

①完工高 ②技術職員数及び元請完工高 ③自己資本額及び利益額

⇒組合分に各構成員の和を加えた合計値として算定

④経営状況点数 ⑤社会性

⇒組合分に各構成員の平均値を加えた合計値として算定

（２）県独自評価点数

組合のみ（構成員は除く）の実績及び状況について評価



３．沖縄県における官公需施策について①

① 「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」について

県庁内の全部局及び各市町村に対し、毎年「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」
の閣議決定後、県内中小企業・小規模事業者の受注機会の増大に努めるよう要請を行ってい
ます。

② 災害協定を締結する石油組合等に対する配慮について

昨年度に引き続き、 「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」の閣議決定後、財政当
局から県庁内の全部局及び各市町村に対し、災害協定を締結する石油組合等に係る受注機会
の増大に努めるよう要請を行っております。

③ 官公需契約及び官公需適格組合に関する周知について

令和２年度に官公需契約に関するリーフレット（事業者向け）及び官公需適格組合制度に
関するチラシ（各市町村向け）を作成し、周知を図っています。



３．沖縄県における官公需施策について②

④「沖縄県の契約に関する取組方針」について

沖縄県では、「沖縄県の契約に関する条例」に基づく取組方針を定め、 県庁全体で県内中
小企業の受注機会の確保に努めています。 

⑤「県内企業への優先発注及び県産品の優先使用基本方針」について

県が発注する業務全般について、県内企業の受注機会の確保に努めるとともに、国や市町
村、県内企業等に対する県内企業の活用の要請など、官民一体となって県内企業への優先発
注及び県産品の優先使用を推進しています。



（抜粋）
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